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1．本調査の概要 

1-1 調査の目的 

(1)調査の目的 

【背景】 

・関門トンネル及び周辺道路への交通集中による慢性的な交通渋滞、下関市・北九州市間の道

路ルートが大きく迂回し、地域の一体的発展に支障をきたしている。 

・本州と九州を唯一道路で結ぶ関門トンネルと関門橋は、それぞれ開通後、59 年、43 年が経過

し老朽化が進行。 

・補修工事、事故等のため、関門トンネルでは通行止め時間が全国でワースト 1位。 

・関門地域のポテンシャルを活用し、生産性の向上による国際競争力強化や、アクセス性の向

上による観光振興などのストック効果最大化、さらなる地域の自立的発展のため関門トンネ

ルなどのバイパス機能の充実・強化が必要。 

 

【課題】 

・下関北九州道路を早期に整備する観点や、関門トンネルなどの現行料金体系とのバランスか

ら、有料道路事業による整備が適当。 

・早期整備や公的負担軽減の観点から、新技術・新工法等によるコスト縮減や民間資金の活用

など、ＰＦＩ的手法を含めた事業手法について検討が必要。 

⇒下関北九州道路について、新設の有料道路事業における PFI 的事業手法導入可能性の検討を

行うことを目的とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-1 検討対象路線・業務対象地域 
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(2)PFI 的事業手法を導入する目的 

PFI 的事業手法を導入することは、 

① 利用者・地域は、良質で快適な道路交通サービスの享受・地域活性化 

② 国・地方自治体は、低廉で良質な道路交通サービスの提供 

③ PFI 的事業者は、新たな事業機会の創出、道路インフラ事業の経験の蓄積 

となる「三方良し」の実現を図るものである。 

 

PFI的事業

利⽤者・地域

PFI的事業者国・地⽅⾃治体

良質で快適な道路交通サービスの享受
・⺠間ノウハウ活⽤による道路交通サービスの質向上
・地域活性化 等

新しい事業機会の創出
・新たな事業機会の創出
・各種ノウハウの活⽤
・地域活性化事業による利⽤者増 等

低廉で良質な道路交通サービスの提供
・財政負担の軽減
・組織負担の軽減 等

 

図1-2  「三方良し※」とする仕組み 

※利用者・地域と国・地方自治体、PFI 的事業者の三者ともに恩恵を受ける 
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(3)検討のイメージ 

検討のイメージを以降に示す。 

本事業を遂行するにあたり PFI 的事業手法を導入することは、民間事業者のノウハウ活用・創

意工夫による公的負担の軽減を図るとともに、収益事業との一体的経営による地域経済の活性化

などを期待するものである。 

 

①有料道路事業の効率的運営による
利⽤者サービス向上、公的負担の軽減
[例]
・適正な⽔準のもとでの建設・管理運営コストの削減
・多様で弾⼒的な、利⽤しやすい料⾦設定

②収益事業の⼀体的運営による
・ＰＦＩ的事業者へのインセンティブ
・有料道路利⽤者の増加
・地域経済の活性化

⺠間事業者のノウハウ活⽤・創意⼯夫

 

図1-3 検討の目的 

 

収益事業
有料道路と密接に関連し、地域の活性化に資する収益事業

⽴体道路
（オフィス等と⼀体的に整備） SA・PA 有料道路と直結した物流団地

有料道路事業

⼀体的経営

建設・管理・運営の全部または⼀部を実施
①設計・建設※

②維持管理・運営※ ※公共が求める性能等水準は確保

③資⾦調達
④事業終了後、公共へ移管

【PFI事業者の利潤】
・建設費や維持管理、運営経費削減の帰属
・早期竣⼯による事業費低減分の帰属
・道路利⽤者増加による収益の帰属

SA/PA、有料道路直結の物流団地など
収益事業の実施

地域経済の活性化、道路利⽤者の増加

①財政的⽀援
・利⽤しやすい料⾦⽔準とする
助成や債務保証 など

②インセンティブの付与
・交通量増による増収の帰属
・建設や運営コスト削減の帰属 など

③リスクの適切な分担
・交通量変動（減収補てん）
・建設費変動（物価スライド）など

①開発にあたっての規制緩和
・都市計画、建築基準等の特例

②有料道路への直接乗り⼊れ

③税制上の優遇

ＰＦＩ的事業者国・地方自治体

有料道路事業

収益事業

 

図1-4 事業スキームのイメージ 
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支出

設計・建設 維持管理・有料道路事業の運営 本来管理者へ
戻る

収入

維持管理費等

料金収入

建設費

A B C

D

公共事業 ： Ａ
有料事業 ： B＋C＝D

PFI的事業を導⼊

設計・建設

維持管理・有料道路事業の運営 本来管理者へ戻る

支出

収入

維持管理費等

建設費

料金収入等

A’ B’ C’

D’

公共事業 ： Ａ’
有料事業 ： B’＋C’＝D’

建設費を削減

交通量増加
による増収

維持管理費を削減 料⾦徴収期間を短縮

収益事業の
利潤を活⽤

 

図1-5 有料道路事業に PFI 的事業を導入する狙い（イメージ） 
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(4)有料道路とする理由 

早期整備の観点や、現行の料金体系（関門トンネル、関門橋）とのバランスから有料道路事業

を導入することが適当である。 

 

①早期整備の観点 

・有料道路制度は、限られた財源の中で、利用者からの通行料金を徴収することで、早期に道

路を整備する制度。 

・下関北九州道路は、地域課題解決のため、早期実現が求められている。 

 

②現行の料金体系 

・下関市・北九州市間を結ぶ道路は有料道路のみ（関門橋（360 円）、関門トンネル（150 円））

であり、両市間を結ぶ道路の利用バランスを考慮する必要がある。 

 

 

下関市役所

北九州市役所

関⾨橋（360円）

関⾨トンネル（150円）

関⾨海峡

 

図1-6 関門海峡の道路（関門橋・関門トンネル） 



 1-6

 

1-2 調査の流れ 

本調査では、「Ⅰ.有料道路事業における採算性の検討」、「Ⅱ.多様な民間資金を活用した事業手

法の検討」の大きく 2つに分けた検討を行い、これらを踏まえ、「Ⅲ.関係機関協議資料作成」を

行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-7 調査の流れ 

 

Ⅰ.有料道路事業における採算性の検討 

Ⅱ.多様な⺠間資⾦を活⽤した事業⼿法の検討 

 
1.周辺施設の収益等を活⽤した⺠間事業参⼊⽅式の検討 

(1)SA/PA などの収益施設の収益の⼀部を道路事業に還元す
る⽅策の検討 

(2)⺠間資⾦を活⽤した事業スキームの検討 

2.⺠間の有する技術や経営ノウハウを活⽤したコスト 
削減を図る⼿法の検討 

Ⅲ. 関係機関協議資料作成 
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2．当該事業の概要 

2-1 当該施設の概要 

下関・北九州都市圏の更なる自立的発展に大きく寄与する道路として両市を繋ぐ道路を有料道

路事業により整備するものである。 

別途業務（下関北九州道路概略ルート等検討業務委託（平成 29 年度、福岡県））において、以

下の 3ルートが検討されている。 

 

Ａルート帯

Ｂルート帯

Cルート帯

Aルート帯

近年下関市からの交通流動が伸
びている若松・戸畑エリアにあり、
国際交流拠点・物流拠点である響
灘地区と下関市街地を結び、関門
海峡における大きな循環型ネットワ
ークを形成するルート帯

Ｂルート帯

下関市市街地・新下関駅周辺と北
九州市小倉都心・黒崎副都心の
アクセス性を考慮し、両市の既存
道路ネットワークを最短で連絡する
ルート帯

Ｃルート帯

下関市街地と北九州市小倉都心
のアクセス性を考慮し、両市を最
短で連絡するルート帯0 1km

 

資料：下関北九州道路概略ルート等検討業務委託（平成 29 年度、福岡県） 

図2-1 下関北九州道路の位置図 
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2-2 当該事業の必要性 

2-2-1 自治体が抱えている課題 

関門トンネル及び周辺道路への交通集中による慢性的な交通渋滞、下関市・北九州市間の道

路ルートが大きく迂回し、地域の一体的発展に支障をきたしている。 

本州と九州を唯一道路で結ぶ関門トンネルと関門橋は、それぞれ開通後、59 年、43 年が経過

し老朽化が進行している。 

補修工事、事故等のため、関門トンネルでは通行止め時間が全国でワースト 1位である。関

門地域のポテンシャルを活用し、生産性の向上による国際競争力強化や、アクセス性の向上に

よる観光振興などのストック効果最大化、さらなる地域の自立的発展のため関門トンネルなど

のバイパス機能の充実・強化が必要である。 

 

 

図2-2 関門断面の道路 
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2-2-2 上位計画との関連性 

(1)国土形成計画 

・策定時期：平成 27 年 8 月 14 日（閣議決定） 

・計画期間：概ね 10 年 

・記載内容：第 4章第 1節（3）地域間の対流を促進する国土幹線交通体系の構築 

「湾口部、海峡部等を連絡するプロジェクトについては、長期的視点から取り組む」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-3 国土形成計画（抜粋） 
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(2)福岡県総合計画 

・策定時期：平成 29 年 3 月 

・計画期間：平成 29 年度から平成 33 年度 

・記載内容：第 3章 1(7)アジアとともに繁栄し、九州・山口の一体的発展を支えるための社会

資本を整備する。「下関北九州道路の早期整備に取り組みます。」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-4 福岡県総合計画（抜粋） 
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(3)福岡県の地域高規格道路 

地域高規格道路とは、高規格幹線道路(高速道路)と一体となって、地域発展の核となる都市圏

の育成や地域相互の交流促進、空港・港湾等の広域交通拠点との連結等に資する道路であり、自

動車専用道路もしくはこれと同等の規格を有する道路として整備を推進している。 

下関北九州道路は、「地域高規格道路」の候補路線に位置づけられている。 

 

 

 

図2-5 福岡県の地域高規格道路指定路線図 
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2-2-3 これまでの経緯 

下関北九州道路（関門海峡道路）に関するこれまでの経緯は、以下の通りである。 

 

表2-1 これまでの経緯 

年月日 経緯
平成3年11月 福岡県、山口県、北九州市、下関市等が、関門海峡道路整備促進期成同盟会を設立
平成6年12月 建設省が、下関福岡連絡道路を地域高規格道路（候補路線）として指定
平成8年2月 福岡県、山口県等が関門海峡道路経済調査委員会を設置

平成9年4月
九州・山口経済連合会、関門海峡道路整備促進期成同盟会等が、「関門地域一体化促進シンポジウム」を
開催

平成10年3月

九州･山口経済連合会、中国経済連合会をはじめとする地元経済界が、関門海峡道路建設促進協議会を設
立
国が、新しい全国総合開発計画「21世紀の国土のグランドデザイン」のなかで、「関門海峡道路の構想につ
いては、長大橋等に係る技術開発、地域の交流、連携に向けた取組等を踏まえ調査を進めることとし、その
進展に応じ、周辺環境への影響、費用対効果、費用負担のあり方等を検討することにより、構想を進める。」
と明記

平成10年7月 関門海峡道路経済調査委員会が、調査結果を取りまとめ公表

平成11年11月
関門海峡道路整備促進期成同盟会、関門海峡道路建設促進協議会が関門海峡道路整備促進大会を共同
開催（～H15）

平成12年3月
九州・山口経済連合会等が設立した「関門海峡道路の供用による経済波及効果調査委員会」が、調査結果
を公表

平成12年7月
福岡県、山口県、北九州市、下関市、中国経済連合会、九州山口経済連合会が、「関門海峡道路を考える
懇談会」を設立

平成12年11月 建設省が、概略ルート及び、構造についての調査結果を公表
平成13年4月 「関門海峡道路を考える懇談会」が、最終報告を公表

平成14年5月
関門海峡道路整備促進期成同盟会、関門海峡道路建設促進協議会が、「シンポジウム海峡都市の未来を
拓く」を開催

平成17年10月
関門海峡道路整備促進期成同盟会、関門海峡道路建設促進協議会が、「ロマンチック海峡シンポジウム」を
開催

平成20年3月
国土交通省が、「海峡横断プロジェクトの調査については、個別のプロジェクトに関する調査は、今後行わな
い」と発表

平成20年7月
国が、国土形成計画(全国計画）のなかで、「湾口部、海峡部等を連絡するプロジェクトについては、長期的
視点から取り組む」と明記

平成25年10月 福岡県、山口県、北九州市、下関市が「経済影響調査」を開始

平成26年8月

「関門海峡道路整備促進期成同盟会」総会を約11年ぶりに開催し、同盟会の名称を「下関北九州道路整備
促進期成同盟会」に変更
下関北九州道路（関門海峡道路）整備促進大会を約10年ぶりに開催（関門海峡道路建設促進協議会、中国
経済連合会・（一社）九州経済連合会関門連携委員会との３団体による共催）

平成26年10月
下関北九州道路に係る中央要望（関係大臣・関係省庁・地元選出国会議員に対し、関係者とともに官民一
体となった要望活動を実施）

平成27年7月 下関北九州道路整備促進大会を開催
平成27年8月 下関北九州道路に係る中央要望
平成28年8月 下関北九州道路整備促進大会を開催
平成28年8月 下関北九州道路に係る中央要望
平成28年11月 国土交通大臣が、国会で、「一度ゼロベースで必要性を再整理する」と答弁
平成28年12月 下関北九州道路整備促進大会を開催
平成28年12月 下関北九州道路に係る中央要望

平成29年2月
国土交通大臣が、国会で、｢地域で実施する調査に関して、技術面や予算面からの必要な支援を検討す
る。｣と答弁。

平成29年3月 下関北九州道路に係る中央要望（調査支援）
平成29年3月 道路調査費補助の内示

平成29年5月
地元の関係自治体、経済界に加えて、国の地方整備局の参画も得て、｢下関北九州道路調査検討会｣を設
立。概略ルート、構造形式、整備手法の３つの観点から具体的な調査検討を開始。

平成29年8月 下関北九州道路整備促進大会を開催
平成29年8月 下関北九州道路に係る中央要望  
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2-2-4 検討経緯等 

 

表2-2 検討経緯等 

年月 経緯 

H28.11 国土交通大臣が国会で、「整備手法について、ＰＦＩなどについても検討する必要

がある」と発言 

H28.12 2 県 2 市の行政、議会、経済界で地域の考えを取りまとめ、「ＰＦＩ的手法を含め

た多様な整備手法について検討が必要である」ことを国へ提言 

H29.02 国土交通大臣が、「地域で実施する調査に、技術面・予算面からの必要な支援を検

討する」と表明 
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2-3 検討体制の整備 

2-3-1 庁内の検討体制 

下関北九州道路の計画にあたり、地元自治体、経済界、国の地方整備局による『下関北九州道

路調査検討会』を立上げ、概略ルート、構造形式、整備手法の 3つの観点から調査検討を進めて

いる。 

本調査は、整備手法に関する WG に対応する調査検討である。 

 

下 関 北 九 州 道 路 調 査 検 討 会

構成員 ： 福岡県・山口県・北九州市・下関市
九州地方整備局・中国地方整備局
九州経済連合会・中国経済連合会 ※部局長クラス

平成29年5月30日設立

②構造形式
に関するＷＧ

①概略ルート等
に関するＷＧ

③整備手法
に関するＷＧ

 

図2-6 下関北九州道路の調査内容及び検討体制 
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2-3-2 民間の関係者との協力体制 

下関北九州道路整備促進期成同盟会は、福岡県、山口県、北九州市、下関市及び地元経済団体

等で構成され、下関北九州道路の整備促進、調査、研究などを行っている。 

 

【下関北九州道路建設促進期成同盟会】 

・設立年：平成 3年 11 月 

・会長 ：山口県知事 

・副会長：福岡県知事、北九州市長、下関市長 

会員 ：中国経済連合会会長、（一般社団法人）九州経済連合会会長 ほか 

・事務局：山口県 

(注)平成 26 年 8 月 6日「関門海峡道路整備促進期成同盟会」総会にて、「下関北九州道路整備

促進期成同盟会」に名称変更。 

 

（参考）下関北九州道路建設促進協議会 

・設立年：平成 10 年 3 月 

・会長  ：（一般社団法人）九州経済連合会会長 

・事務局：（一般社団法人）九州経済連合会  

(注)平成 27 年 7 月 24 日「関門海峡道路建設促進協議会」総会にて、「下関北九州道路建設促進

協議会」に名称変更。 

 

（参考）中国経済連合会・（一社）九州経済連合会関門連携委員会 

・設立年：平成 18 年 5 月 

・委員長：中国経済連合会副会長・（一般社団法人）九州経済連合会副会長 
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3．有料道路事業における採算性の検討 

別途検討事例※1においては、事業費は 1,000～1,500 億円、維持管理費 5億円/年、有料投資限

度額は 150～390 億円と試算されている。 

※1：有料投資額の試算事例（平成 28 年 12 月 下関北九州道路整備促進期成同盟会） 

料金収入のみで概算事業費を賄うことはできないため、一般道路事業との合併施行など、公共

的支援が必要となる。 

 

表3-1 別途検討で試算された有料投資限度額 

 
出典：有料投資額の試算事例（平成 28 年 12 月 下関北九州道路整備促進期成同盟会） 

 

 

Cost

一般道路事業

有料道路事業

設計・建設 維持管理・有料道路事業の運営 本来管理者へ戻る

⼀般道路事業との
合併施⾏など、

公共的⽀援が必要

 

図3-1 一般道路事業と有料道路事業のイメージ 
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4．多様な民間資金を活用した事業手法の検討 

多様な民間資金を活用した事業手法について、国内外での事業手法について研究を行うととも

に、本事業への適用可能性について検討を行った。 

 

4-1 周辺施設の収益等を活用した民間事業参入方式の検討 

4-1-1 国内外の事例収集 

(1)事例整理 

国内外の有料道路 PFI 事例を収集し、整理した結果を以降に示す。 

 

表4-1 国内・海外事例一覧（事業内容） 

事業内容
計画 設計・建設 管理・運営 事業完了後

①⽇本 愛知道路コンセッション

②⽶国 シカゴ・スカイウェイ

③⽶国 インディアナ有料道路

④英国 有料⾼速道路M6

⑤フランス A86⻄

⑥⽶国 州間幹線道路77号線 有料レーン

⑦⽶国 イーストエンド橋

⑧英国 QE2ダートフォード橋

⑨オーストラリア
シドニー・ハーバー・トンネル

⑩英国 第2セバーン横断橋

⑪韓国 ソウル-チュンチョン（春川）⾼速道路

⑫インド NH-33 BarhiHazaribagh

⑬ベトナム フーミ橋

⺠間公共 公共

⺠間公共 公共

⺠間公共 公共

公共 ⺠間 公共

公共 ⺠間 公共

公共 ⺠間 公共

公共 ⺠間 公共

公共 ⺠間 公共

公共 ⺠間 公共

公共 ⺠間 公共

公共 ⺠間 公共

公共 ⺠間 公共

公共 ⺠間 公共
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■その他の海外事例（２） 

 

国名 道路名 事業分野
事業類型 事業期間

事業規模 資⾦構成 資⾦回収
⽅法 経済開発 事業者の収⼊ リスク

への対応 事業の特徴事業類型
発注者から
事業者への

⽀払い
契約年 運営

開始年
事業
期間

事業期間
設定根拠

英国

QE2ダート
フォード橋

DBFO
⾼速道路
プロジェクト

独⽴採算
事業 なし 1987年

・1991年
・予定どおり

完成
・1991年〜
2002年

・最⻑運営期間は20年。
→実際には10年半で償
還終了
※事業会社が償還完了し、
道路庁に無償譲渡。現在
は、道路庁から委託された
別会社が運営し、施設の
維持管理・修繕費を賄う
料⾦を徴収

・新橋建設費8,600万￡
総事業費約1億4,600万￡
・予算内で完成
・新橋は4⾞線、
既存ﾄﾝﾈﾙは2⾞線
＊2本で4⾞線

・資⾦調達は実質100％の
融資・債券発⾏

利⽤料⾦
で回収 ・該当せず

・橋梁設計コストと、
2 本のトンネルを含む
横断施設の運営コス
トを回収する⼿段とし
て、通⾏料を徴収す
る

⺠間100％負担
※テムズ川の下にM25 環状道路を通しているト
ンネルの交通量と収益に関する⻑年のデータと、ロ
ンドンの周囲を巡るこの幹線⾼速道路の将来の
交通量予測から、通⾏料徴収によりキャッシュ・フ
ローが創出される可能性にそれなりの⾃信を抱い
ていた。

・ダートフォード川を横断してM25環状道路とリンクしている既存ト
ンネルの渋滞を緩和するのに必要な交通容量拡⼤を果たした。こ
の橋の建設と隣接トンネルのリハビリの費⽤の債務元利未払⾦を、
完成から20 年以内に返済できる交通量を確保している。
・M25 環状道路のダートフォード横断部における予測交通量を上
回っているため、負債返済も予定より早く進んでいる。

第2セバーン
横断橋

新設橋のDBFO 
事業契約および
第1横断橋の
運営＆保守契約

独⽴採算
事業 なし 1990年 1992年

・期間は最⻑30 
年または2本の
橋の通⾏料によ
り債務元利未払
⾦の完済まで。

・実際に事業契約が終了
するのは、1989 年の条件
で決定された通⾏料から
Severn River 
Crossing PLC が固定額
を回収した時点

・新設橋は予算内で完成。
・第1 横断橋の
未償還債務償還。

政府劣後ローン：0.8億￡、
事業者劣後債券：1.7億￡、
銀⾏融資：3.0億￡、
セバーン橋の通⾏料収⼊：2.1億￡

利⽤料⾦
で回収

・2本の橋の通⾏料
収⼊

・併設されている第1 横断橋の渋滞を緩和したうえに、いずれかの
橋の⾞線が保守および⼤規模なリハビリで通⾏できない場合に、そ
の分の交通を引き受けられる余剰交通容量を確保することができ
た。第1横断橋の懸架ケーブルがひどく劣化し、交換が必要になっ
た際に、実際にこの余剰交通容量が役⽴てられた。

M1-A1
⾼速道路

DBFO
事業契約

独⽴採算
事業 なし 1996年

・30年
・予定より早く完
成したうえに、従
来のプロジェクト
実施⽅式による
契約期間を何
年も短縮した。

・2億1,400万￡
・予算内で完成

・出資7.9％、
劣後融資6.7％、
融資85.4％

利⽤料⾦
で回収

・⾼速道路が通った地域の
渋滞を緩和したうえに、こ
の⾼速道と、これが連絡し
ているトラック道沿いの経
済開発につながった。

計画リスク、住⺠等反対リスク、不可抗⼒リスクは
公共負担

・PPP 体制は問題解決を促進し、パートナーシップのメンバー間の
協⼒とコミュニケーションの強化にも役⽴った。
・新設⾼速道路は、未償還債務とコンセッショネアチームが負担し
た運営・保守費をカバーするために⾼速道路庁がコンセッショネア
チームに⽀払ったシャドウ・トールを⽀えるに⾜る交通量を⽣み出し
た。

オースト
ラリア

シドニー
・ハーバー
・トンネル

最低収⼊
保証付き
BOOT

独⽴採算
事業 なし 1987年 1992年 ・30年 ・総事業費：573.5億円

・予算内で完成
出資⾦：2.5億円、
政府融資：185.0億円、
借⼊⾦：386.0億円

利⽤料⾦
で回収 最低収⼊保証

・建設コンソーシアムが引き受けたのは、プロジェクトの建設リス
クのみである。このプロジェクトのために過度の⾦融リスクを引き受
けたことについて、政府は会計監査院の批判を受けた。
・シドニー港横断の渋滞を緩和したうえに、橋にバス専⽤⾞線を設
けることもできた。

メルボルン・シティ
・リンク

34 年
BOOT
事業契約

独⽴採算
事業 なし 1996年

・34年間
・建設は予定ど
おり完成したが、
通⾏料運営は
⽴ち上げの諸問
題が是正される
まで⾏えなかった。

・20 億A$(約1,600億円)
・予算内で完成

公共部⾨融資：契約額の約13％、
⺠間部⾨借⼊⾦：契約額の約63％、
⺠間部⾨株式：残り24％

利⽤料⾦
で回収

・このプロジェクトによりメル
ボルン中⼼部の⾼速道路
網の交通容量が拡⼤し、
メルボルン市内と周辺の渋
滞が緩和された。また、⾼
速道路システムの交通流
が改善されたことにより、輸
送業者は経済的恩恵を
得ることができた。

⽤地取得リスク、 州が引き起こした悪影響、道路
網の変更、州の法制度変更リスクは公共負担

・「3 本の⾼速道路を結合する道路の建設・運営」という⽬的のみ
を提⽰し（もちろん公共⽤地の位置等は既に公開されていた)、
ルート選定から資⾦調達､料⾦収⼊の⼿法等、全ての⼿段を⺠
間に提案させる⽅法をとった。
・電⼦通⾏料徴収システムとナンバー・プレート⾃動認識システム
を主体とした、オーストラリア初のキャッシュレス・オープン・トーリング
⽅式。

中国
カントリー
・パーク
⾃動⾞道
-⾹港

30年
BOT
事業契約

独⽴採算
事業 なし 1995年 ・30年 ・契約額

：9億3000万⽶ドル
利⽤料⾦
で回収

・この共同開発計画は国
内北⻄部のコンテナ港
と空港への道路アクセスを
改善したうえに、こ
の地域の経済開発に拍⾞
をかけた。

・政府は抵当のついていない⼟地を無償でコンセッ
ショネアに提供し、ルート3 にアクセスするリンクを開
発した。
・コンソーシアムが引き受けたのは建設リスクである
が、これはその後、⼀流建設会社の⻄松と
Dragages に移転された。

・⾹港と中国本⼟を結ぶ戦略的⾼速道路リンク－⾹港政府が中
国との再統合に先⽴ってスポンサーとなった無料⾼速道路、橋梁
およびトンネルPPP プロジェクトのひとつである。

インド
第2ヴィヴェー
カナンダ橋
-コルカタ

BOT 独⽴採算
事業 なし

・建設中だが、
2007年に完
成、開通の

⾒込み
・30年 ・契約額

：1億4800万⽶ドル
・国が30 クロー・ルピー15
（3 億ルピー）を出資

利⽤料⾦
で回収

・プロジェクトの資⾦調達
源は通⾏料と、この橋がも
たらすアクセシビリティ向上
の結果としての近隣の経
済開発による事業価値創
出である。

・BOT PPP と画期的な資⾦調達⽅式により、この橋はコルカタ北
部の渋滞緩和を促進する存在となった。

イスラエル

イツィック
・ラビン
・イスラエル
縦断⾼速
道路
-テル・アヴィヴ

資⾦調達
・設計BOT
事業契約

独⽴採算
事業 なし 2004年 ・30年 ・契約額：13億⽶ドル

・予算内で完成
利⽤料⾦
で回収

・イスラエル中⼼部の⾼速
道路交通容量を拡⼤し、
この有料⾼速道路の東⻄
を平⾏して⾛る無料ルート
の渋滞を緩和した。

・国はプロジェクト全体に必要な道路敷を買収した。
また、プロジェクト・スケジュールを早めるために、⾼
速道路の配置に沿った2つの主要インターチェンジ
も国が建設した。その他の建設リスクはすべて、コ
ンソーシアムが引き受けた。
・収益リスクの⼤部分は国が引き受け、予想を下
回る交通量が原因で収益が予測に満たなかった
場合は政府資⾦で収益を補うものとした。PPP契
約により、国は収益不⾜が発⽣した場合には、実
収益と予測収益の差額の80％をコンソーシアムに
⽀払うことに合意した。
・収益不⾜のダウンサイド・リスクを引き受けた代わ
りに、PPP 事業契約により、道路利⽤が予測を上
回った場合に⽣じたあらゆる“超過利潤”の⼀部を
国が共有できることになった。この取り決めにより、
国がコンソーシアムから受け取ることになるのは、実
収益と予測収益のプラスの差額の57％となった。

・この⾼速道路はイスラエル初の有料道路で、電⼦通⾏料徴収シ
ステムとナン
バー・プレート⾃動認識システムによるキャッシュレス・オープン・トー
リング⽅式を採⽤している。交通量と収益は建設前の予測より早
い伸びを⽰している。
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■その他の海外事例（３－１） 

和名 英名 事業類型
発注者から

事業者への支払い
事業者から

発注者への支払い

シカゴ
・スカイウェイ

ChicagoSkyway
有料道路
（既存）

シカゴ市
SkywayConcessionCompany
（出資者：Cintra、Macquarie）

既存の有料道路を事業者に長期リースし、運営・維持管理・更新を事
業者が実施する事業。
発注者が施設を所有する。事業者が利用料金を徴収し、事業者は初
期投資（リース対価等）を全て利用料金で回収する。料金設定は事業
契約に従い事業者が行う。

リース
・独立採算事業

なし
契約時
：リース対価18億3千万ドル

2004年契約、2005年運営開始
事業期間99年間

リース対価（初期一括払）
約18億3千万ドル

民間資金100%

・既存の有料道路の長期リースとしては、米国初の事例。
・本事業と、本事業につづくインディアナ有料道路において、発注者が事業
者から全額前払いで大金を得たことにより、高速道路は将来のキャッシュフ
ローが地元自治体・州に対する即時の現金化を計ることができる資産であ
るという見方がされるようになったとの指摘がある。
・本道路は事業者にリースする以前に長期間の運用実績・通行料収入の
推移が明らかであったため、事業者が需要見込みに安心感を持ちやす
かったとの指摘がある。

インディアナ
有料道路

IndianaTollRoad
有料道路
（既存）

インディアナ州交通省
IndianaTollRoadConcessionCompanyL
LC（出資者：Cintra、Macquarie）

既存の有料道路を事業者に長期リースし、運営・維持管理・更新を事
業者が実施する事業。
発注者が施設を所有する。事業者が利用料金を徴収し、事業者は初
期投資（リース対価等）を全て利用料金で回収する。料金設定は事業
契約に従い事業者が行う。

リース
・独立採算事業

なし
契約時
：リース対価38.5億ドル

2006年契約
事業期間75年間

リース対価（初期一括払）
38.5億ドル

民間資金100%

・シカゴ・スカイウェイと同様に、供用開始が古く、有料道路として利用実績
が明らかであった事例。
・シカゴ・スカイウェイと事業スキームがほぼ同じである。主な相違点は非競
合条項が設けられている点である。本事業ではシカゴ・スカイウェイと異な
り、発注者が、本事業の競合にあたる施設の建設を行ってはならないとい
う非競合条項が契約条件に盛り込まれている。
・供用開始後の交通量は減少傾向にある。

A86西 A86OuestMotorway
有料道路
（新設）

フランス交通住宅省 Cofiroute（出資者：VINCI、Colas）

新設する道路の設計・建設・運営・維持管理・更新を事業者が実施す
る事業。
発注者が施設を所有する。事業者が利用料金を徴収し、事業者は初
期投資を全て利用料金で回収する。料金設定権は発注者が有する。

独立採算事業、
ただし運営期間の
利益の一部を発注
者に支払う

なし
運営期間：国土整備税（走行距離に比例）
国有地使用料（道路延長・売上高に比例）
開通51年目以降、超過利益の一定割合

1999年契約、2009年運営開始
事業期間70年間

建設費
約15.65億ユーロ

民間資金100%

・料金設定権は発注者が有するが、事業者は交通量調整を目的に時間
帯・日・時期により料金を変動させることができる。
・事業者は運営期間中、売上高に比例する支払を行う他、開通51年目以
降は超過利益の一定割合を発注者に支払う取り決めとなっており、将来の
事業のメリットを、発注者が事業者とシェアできる仕組みとなっている。
・開通50年目以降、国は委託を買い戻す権利を有する。

A65号線
ランゴン-パウ区間

A65TollRoad
有料道路
（新設）

フランス運輸・インフラ整
備・観光・海洋省

A'Lienor
（出資者：Eiffage、SANEF）

新設する道路の設計・建設・運営・維持管理・更新を事業者が実施す
る事業。
発注者が施設を所有する。事業者が利用料金を徴収し、事業者は初
期投資を全て利用料金で回収する。料金設定は定めに従い事業者が
行う。

独立採算事業
ただし運営期間の
売上高が一定額を
上回った場合のみ、
その一部を発注者
に支払う

なし
運営期間：占有料（年1回、売上高が一定
額を上回った場合、売上高に応じた金額）

2006年契約、2011年運営開始予定
事業期間55年間

建設費約6.9億ユーロ
事業者の資金調達額約12.1億
ユーロ

民間資金100%
ただし、一部区間
の工事を公共工
事で施工し、完成
後に事業者に現
物供与する形での
支援が行われた
（約5,000万ユー
ロ、建設費の約7%
に相当）。

・事業者は運営期間中、売上高が計画を上回った場合のみ、売上高に連
動した金額を占有量として支払う取り決めとなっており、将来の事業のメ
リットを、発注者が事業者とシェアできる仕組みとなっている。
・発注者から、一部道路を公共工事で施工する形で、現物供与での支援が
行われた。
・地元企業対策のため、工事の一定割合を第三者に委託する取り決めと
なっている。
・開通40年目以降、発注者は事業者に過失がなくとも契約解除が可能と
なっている。

英国
有料高速道路
M6

Birmingham
NorthernReliefRoad(M6)

有料道路（新設）
※英国では高速道路
は無料で通行できる
ものが一般的であり、
本事業は道路利用者
から料金を徴収する
有料道路として初の
事業である。

英国環境運輸地方省 高
速道路庁

Midland Expressway
（出資者：Macquarie）

新設する有料道路の設計・建設・運営・維持管理を事業者が実施する
事業。
事業者が施設を所有する。事業者が利用料金を徴収し、事業者は初
期投資を全て利用料金で回収する。料金設定権は事業者が有する。

独立採算事業 原則なし なし
1992 年契約、2001 年事業期間開始、
2003 年運営開始
事業期間53 年間

建設費9 億ポンド 民間資金100%

・事業者はリファイナンスの利益の約30％を近隣公共プロジェクトの再投資
に宛てることで発注者と合意した（これらの再投資により、M6へのアクセシ
ビリティが改善される効果が見込まれる）。なお、事業者はこれらの再投資
した近隣施設の運営契約も締結したとされている。
・運営開始後の交通量は予測を下回り、キャッシュフローも見込みを下回っ
ているとの指摘がある。

ドイツ
ヴァルノウ
トンネル

WarnowCrossing
有料道路
（新設）

ロストク市
Warnowquerung GmbH & Co KG
（出資者：Bouygues、Macquarie）

新設する道路の設計・建設・運営・維持管理を事業者が実施する事
業。
事業者が施設を所有する。事業者が利用料金を徴収し、事業者は初
期投資を全て利用料金で回収する。料金設定は定めに従い事業者が
行う。

独立採算事業
※本事業はドイツの
F モデルの事例で
あり、事業者は初期
投資をエンドユー
ザー
からの利用料金で
回収する事業であ
る。

（不明） （不明）
1996 年契約、2003 年運営開始
事業期間50 年間

建設費約1.559 億ユーロ
民間資金100%
（うち12％政府融
資による）

・運営期間中の料金の値上げにつき、事業者の税引前エクイティIRRの数
値により対応が取り決められており、税引前エクイティIRRが一定以上の場
合は料金の値上げを行ってはならないとされている。
・運営開始後の交通量は予測を下回っているとの情報がある。

オースト
ラリア

クロスシティ
トンネル

CrossCityTunnel
有料トンネル
（新設）

ニューサウスウェールズ
州政府

Cross City Motorway Co. Ltd
（出資者：ABN AMRO、Leighton
Contractors）

シドニーのビジネス中心街と東の郊外を結ぶ有料トンネルについて、
設計・建設・資金調達・運営・維持管理を事業者が実施する事業。発
注者が施設を所有する。事業者は事業収入を得て、事業者は初期投
資を全て事業収入で回収する。料金設定は事業契約に従い事業者が
行う。

独立採算事業 なし
契約時：事業実施権対価等約9,684 万豪ドル
運営期間：賃借料として、事業収入の一定割合
（半期に一度支払）

2002 年契約、2005 年運営開始 事業期
間30 年間

事業者から発注者への支払額
（初期一括払）約9,684 万豪ドル
事業者の資金調達額約10.26
億豪ドル

民間資金100%

・事業者は運営期間中、収入の一定割合の支払を行う取り決めとなってお
り、将来の事業のメリットを、発注者が事業者とシェアできる仕組みとなって
いる。
・交通量が予測を下回り、1年たらずで事業者は破綻した。2007年に
LeightonContractorsとABNAMROが7億豪ドルで本事業を買い取り、運営
を継続している。
・運営開始後、料金は大きく値上げされた。破綻の原因として、高い料金設
定が指摘されている。
・事業者選定時、発注者の負担なく事業が実施でき、初期一括支払額が
高い点の評価が重視され、利用者の通行料を低く抑えるという点はあまり
考慮されなかったとの指摘がある。高い料金設定の原因として、このように
初期一括払いの金額を多く求めたことが指摘されている。

事業の特徴

米国

国名

道路名

事業分野 発注者 事業者 事業概要

フランス

事業類型

事業期間 事業規模 資金構成
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■その他の海外事例（３－２） 

所有
資金
調達

設計 施工 運営
維持
管理

事業
完了後

シカゴ
・スカイウェイ

有料道路
（既存）

シカゴ市 × ○ × × ○ ○ × 発注者
事業者

※事業契約
に従う

リース
・独立採算

事業
なし

契約時
：リース対価18億3千万ドル

2004年 2005年 99年間
リース対価
（初期一括払）
：約18億3千万ドル

民間資金
100%

初期投資を
全て利用料金
で回収

・道路の料金収入
・レストラン（休憩所1箇所）
からの賃貸収入

× - ○ ○ △ ○ ○ ○

インディアナ
有料道路

有料道路
（既存）

インディアナ州
交通省

× ○ × × ○ ○ × 発注者
事業者

※事業契約
に従う

リース
・独立採算

事業
なし

契約時
：リース対価38.5億ドル

2006年 - 75年間
リース対価
（初期一括払）
：38.5億ドル

民間資金
100%

初期投資を
全て利用料金
で回収

・道路の料金収入
・レストランやガソリンスタンド
からの賃貸収入

× - ○ ○ △ ○ ○ ○

A86西
有料道路
（新設）

フランス
交通住宅省

× ○ ○ ○ ○ ○ × 発注者 発注者
独立採算

事業
なし

運営期間：国土整備税（走行距離に比例）
国有地使用料（道路延長・売上高に比例）
開通51年目以降、超過利益の一定割合

1999年 2009年 70年間
建設費
：約15.65億ユーロ

民間資金
100%

初期投資を
全て利用料金
で回収

・道路の通行収入
・関連する付帯施設
に関する利用料

× ○ ○ ○ × ○ ○ ○

A65号線
ランゴン-パウ
区間

有料道路
（新設）

フランス運輸
・インフラ整備
・観光・海洋省

× ○ ○ ○ ○ ○ × 発注者
事業者

※定めに
従う

独立採算
事業

なし
運営期間：占有料（年1回、売上高が一定
額を上回った場合、売上高に応じた金額）

2006年 2011年 55年間

建設費
：約6.9億ユーロ
事業者の資金調達額
：約12.1億ユーロ

民間資金
100%

初期投資を
全て利用料金
で回収

・道路の通行収入
・関連する付帯施設
に関する利用料

× ○ ○ ○ △ ○ ○ ○

英国
有料高速道路
M6

有料道路
（新設）

英国環境
運輸地方省
高速道路庁

○ ○ ○ ○ ○ ○ × 事業者 事業者
独立採算

事業
原則なし なし 1992年 2003年 53年間

建設費
：9億ポンド

民間資金
100%

初期投資を
全て利用料金
で回収

・道路の料金収入
・その他道路事業
から得られる収入

○

△
※用地取
得・住民反
対リスクは

官

○ ○ ○ ○ ○ ○

ドイツ
ヴァルノウ
トンネル

有料道路
（新設）

ロストク市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 事業者
事業者

※定めに
従う

独立採算
事業

（不明） （不明） 1996年 2003年 50年間
建設費
：約1.559 億ユーロ

民間資金
100%
（うち12％
政府融資
による）

初期投資を
全て利用料金
で回収

・道路の通行収入 ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○

オースト
ラリア

クロスシティ
トンネル

有料トンネル
（新設）

ニューサウス
ウェールズ州
政府

× ○ ○ ○ ○ ○ × 発注者
事業者

※事業契約
に従う

独立採算
事業

なし

契約時：事業実施権対価等
　　　　　約9,684 万豪ドル
運営期間：賃借料として、
　　　　　　事業収入の一定割合
　　　　　　（半期に一度支払）

2002年 2005年 30年間

事業者から発注者への
支払額（初期一括払）
：約9,684 万豪ドル
事業者の資金調達額
：約10.26 億豪ドル

民間資金
100%

初期投資を
全て利用料金
で回収

・料金収入
・その他事業収入

× ○ ○ ○ △ ○ ○ ○

リスクの種類（○：民、×：官）事業期間

事業
期間

運営
開始年

契約年
維持管理

・修繕
・更新投資

運営
料金
徴収

料金設定
権限

需要
リスク

資金
調達

新規施設
整備

資産の
所有

国名

米国

フランス

道路名 事業者の収入資金構成事業規模事業分野
事業内容（○：民、×：官）

料金
決定者

施設
所有者

事業者から発注者への
支払い

発注者から
事業者への

支払い

発注者

事業概要

資金回収
方法

事業類型

事業類型
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(2)まとめ 

国内・海外事例の整理結果等から、PFI 的事業の導入により①期待される効果と②公共が求め

るもの、③民間へのインセンティブ、④参入のハードル、及び、⑤ハードルを下げる方策を整理

すると、次頁の通りである。 
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①
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4-1-2 関係者へのヒアリング調査 

官民連携事業に携わっている事業者等を対象として、有料道路の官民連携手法導入の可能性等

について、ヒアリング調査を行った。 

調査結果の概要を次頁に示す。 
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表4-3 ヒアリング調査結果まとめ 

金融機関等 有識者等 建設・道路会社等 主な意見

交通量リスク

・新設の事業については過去の実績がないので民間としては
ハードルが高くなる。
・既存道路（関門橋、関門トンネル）との優位性（料金設定、通過
時間等）についても検討が必要である。
・道路が観光目的の道路の場合には、交通量の変動が大きい
ので金融機関としては長期に渡って見通すというのが難しい。

・需要リスクを民間に取らせるというやり方は、公共事業のあり
方として間違っている。
・公共事業は安定的・継続的に提供していく必要がある。ヨー
ロッパで需要リスクを民間にとらせるコンセッションが有料道路
に拡がったが、ほとんどが破綻している。

・コンセッションだとハードルが高いのでは。交通量が見込めな
い中でリスクが高い。
・計画から大幅に異なった場合に見直しを行うことが必要。

建設リスク
・完工リスクは民間が負えるのか疑問である（トンネルを掘る際
のスケジュールの遅れ、コストオーバーランなど）

・この規模になるとゼネコンさんも手を出してくるのか懐疑的。工
夫できる点は多いだろうがリスクが大きすぎる。
・建設をPFIでやるのであれば、一定程度のコストのキャップは
必要だろう。
・建設中でも地質によって建設費の見直しを行うなどの対応が
必要。

その他リスク
・反対運動が起きた場合には2年事業が遅れるなど、住民リスク
も気になってくる。

・民間事業者のコントロールできない事象（災害、法律改正に
伴って新たに必要になる措置）に基づくリスクについては公共が
負担。
・可能な限り、リスクの範囲を具体化することが必要（特に災害
などの不可抗力リスク）。
・儲からないから止めるということはできないということもリスクで
ある。

・下限水準が分かって補填できるなら良いが、水準を決めるの
が一つのやり方かと思う。
・不透明なリスクは公共側でお願いしたい。

・インセンティブを与える手法であれば、リスクを取らせなくても
愛知と同じ効果が得られる。
・もし需要リスクが無ければ、金融機関からの金利も低くなり、民
間企業もリスクフィーを取らなくとも良くなる。このため財政負担
が最小限に留められる。
・ 更に、リスクがないことにより参加者が増える。参加者の顔ぶ
れがガラッと変わってくる。

・建築と交通量の2つのリスクを抱えるのは非常に難しい。
・リスクを民間に押し付けるのではなく、公共側が面倒を見てく
れると、民間側が努力して競争原理が働き、結果的に安くなる。
・公共がリスク負担してくれて、初めて民間の知恵が入ってくる。
・工期短縮によって早く開業した場合にはインセンティブがあると
良い。
・管制についても民間に開放すべき。

想定される
収益施設

・ 工業団地が周辺にあり、トラックの利用が多いと考えているた
め、起終点にSA・PAといった施設があると良いと思う。
・地価向上による固定資産税の税収増は期待できる。

・ひびきの開発については、これまでも検討しているが有効な対
策が見いだせないでいるのが現状である。
・物流の結節点という考え方もあるが、ひびきが活性化していれ
ば作る意味がある。

・山口から九州の貨物量は大きいと思うので物流施設の整備と
いうのはあるのではないか。

収益施設を
セットとするか

否か

・本体事業（道路事業）と収益事業の二重のリスクを抱えること
は難しい。道路事業で1つのSPC、付帯事業で1つのSPCとなる
と思う。
・道の駅程度の小さな施設であれば道路事業と一体となったPFI
事業とすることもできる。

・事業主体と開発主体が違う、開発リスクが違う、時期が違うと
なると一緒にやるのは非常に難しい。事業として一体でするとい
うのはほとんどあり得ない。
・民間の開発は3年～5年のサイクルでしか投資できないので、
時間軸が合わない。開発とセットにして考えるというのは現実的
には難しい。

・道路のPFIであれば、道路が主体のPFIとする必要があるだろ
う。附帯事業が大きなシェアを占めるということはないだろう。

官に期待
すること

・場所自体も民間に決めさせてあげた方がよいのではないか。
付帯施設や、ここだと安い工法で作れるなどの提案がある。
・愛知道路コンセッションのような大きな商業施設については、
行政側で土地を購入した方が良い。
・都市計画上の利点もあった方がよい。

・（案1）公共で整備⇒維持管理の民間委託などで5年ぐらい運
営⇒コンセッション。
・（案2）サービス購入型（公共がお金を払うやり方）⇒コンセッ
ション。
・民間としてもリスクが限定されるためハードルは低くなる。ま
た、民間としての工夫も生まれやすくなる。

・本事業も選択肢として、是非アベイラリティペイメント（サービス
購入型）を入れるべきである。
・可能性があるとすれば北九州都市高速と一体化して行うしか
ないのではないか。

・海外だとこのようなグリーンフィールドだと、アベイラリティペイメ
ントの手法を用いるのが通常。

・道路の組み合わせ（関門断面だと、関門橋、関門トンネル、下
関北九州道路の3つの道路）について検討する必要あり。
・民間が建設するとメンテナンスもしやすくなり、メンテナンス費
用が安くなれば、全体経費が安くなるということが考えられる。

・全てを官民連携の対象事業としなくても薄皮方式で少しでも官
民連携で行うという考え方もあるが、間違っている。
・公共で整備することで進めていき、民間に任せることで効果が
ある部分を官民連携でやっていくという考え方は出来る。

・出来れば官で整備して頂いてからコンセッションで出して頂い
たほうが有り難い

開発と
整備手法

開発
関連

・本体事業（道路事業）と大きな収益事業で一体となったPFI事
業とすることはしない（リスクを考えた場合、一体とするとすれば
道の駅程度の小さな施設）
・収益事業については、実現性を考え、行政側で土地を購入
・民間の開発は3年～5年のサイクルでしか投資できないので、
時間軸が合わない

整備手法

【整備手法の選択肢】
・アベイラビリティペイメント（サービス購入型）
・公共で整備を行い、民間に任せることで効果がある部分を官
民連携で実施
・北九州都市高速と一体化

リスクと
インセンティブ

リスク

・不透明なリスクは公共側で負担
・リスクとインセンティブをある程度のレンジで設定（±○％まで
民間負担等）
・契約後にも見直しが必要（交通量や地質等の計画との乖離な
ど）
・管制も民間に開放

官に期待
すること
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4-1-3 収益施設の収益の一部を道路事業に還元する方策の検討 

(1)他事例の整理 

道路沿線での収益施設事例の整理を行った。 

 

①国内事例 

・刈谷ハイウェイオアシス（一般道からも入場可） 

・EXPASA 海老名（一般道からも入場可） 

・泉大津 PA（立体道路制度活用事例） 

・りんくうタウン（立体道路制度活用事例） 

・愛知県道路公社コンセッション 
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 4-25
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②海外事例 

・米国 シカゴ・スカイウェイ 

・米国 インディアナ有料道路 

・フランス A86 西 

・フランス A65 号線ランゴン-パウ区間 

・英国 有料高速道路 M6 

・ドイツ ヴァルノウトンネル 

・オーストラリア クロスシティトンネル 
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(2)地域まちづくり動向の整理 

北九州市、下関市における今後のまちづくり計画などについて既存資料等を用いて整理を行

い、2市に情報提供依頼を行った。 

下関北九州道路周辺において、道路と一体となった開発の可能性がある事業は見受けられな

い。 

 

表4-4 北九州市まちづくり動向の整理 

視点 名称 策定者 年⽉

北九州市基本構想・基本計画 改訂版 北九州市 H26.3
北九州市都市計画マスタープラン 北九州市 H15.11
北九州市新成⻑戦略 北九州市 Ｈ26.6（H27.4改訂版）
福岡県都市計画基本⽅針 福岡県 H27.10
福岡県総合計画 福岡県 H24.3
北九州市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略 北九州市 H27.10
福岡県⼈⼝ビジョン・地⽅創⽣総合戦略 福岡県 H27.12
平成27年度北九州市商圏調査報告書＜ダイジェスト版＞ 北九州市 Ｈ28.3
グリーンアジア国際戦略総合特区構想について 福岡県･福岡市･北九州市 H23.9
北部九州⾃動⾞産業アジア先進拠点プロジェクト 福岡県 Ｈ29.6
北九州市物流拠点化戦略基本⽅針 北九州市 H25.3
北九州港⻑期構想 北九州市 H23.5
北九州港港湾計画書（改訂） 北九州市 H23.12
北九州市観光振興プラン 北九州市 H26.5
都⼼集客アクションプラン 北九州市 H27.4改訂版
⼩倉都⼼部イベントガイドブック2016 北九州市 Ｈ28.12

観光

産業

まちづくり

物流

 

 

表4-5 下関市まちづくり動向の整理 

視点 名称 策定者 年⽉
下関市総合計画 下関市 H19.3
第2次下関市総合計画 下関市 H27.3
第2次下関市総合計画（前期基本計画）実施計画 下関市 H29.8
下関市都市計画マスタープラン 下関市 H22.1
⼭⼝県都市計画基本⽅針改訂版 ⼭⼝県 H27.10
⼭⼝県総合計画 ⼭⼝県 H27.3
サイクルタウン下関構想 下関市 H16.12
第2次下関市定住⾃⽴圏共⽣ビジョン 下関市 H27.4
下関市緑の基本計画 下関市 H27.3
下関市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略 下関市 H27.10
⼭⼝県まち・ひと・しごと創⽣総合戦略（2017改訂版） ⼭⼝県 H29.3
⼭⼝県⼈⼝ビジョン ⼭⼝県 H27.10

物流 下関市連携中枢都市圏構想 下関市 H29.3
下関市観光交流ビジョン2022 下関市 H24.12
下関市夜間景観ガイドライン 下関市 H28.3

観光

まちづくり

産業
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4-1-4 重要項目におけるリスク分担・処理の分析 

重要項目における官民のリスク分担・処理について分析を行った。 

 

(1)リスク項目の設定 

愛知県道路公社コンセッションにおけるリスク分担表等を参考にリスク項目の設定を行った。 

 

表4-6 リスク項目の設定 

段階 リスク分類 リスク項⽬ 内容 段階 リスク分類 リスク項⽬ 内容

政治リスク 政策転換 政策転換による事業の中断・中⽌、追加費⽤の発⽣等 設計等の不備 調査の結果や要求⽔準に不備があった場合の⼯程遅延

道路の整備・運営に影響を及ぼす法令等の変更・新設 設計変更 要求⽔準を超える内容の設計変更による⼯程の遅延

その他法令の変更・新設 ⽤地取得リスク ⽤地の未確保 ⽤地取得の遅延⼜は不能

道路の整備・運営に影響を及ぼす税制等の変更・新設 整備⼯程の遅延

改築事業における消費税等に係る税率の変更 ⼟壌汚染や地中障害物の処理等による整備⼯程の遅延

改築事業以外における消費税等に係る税率の変更 整備内容の変更 整備内容の変更

その他税制の変更・新設 事業開始リスク 運営開始遅延 運営開始遅延

許認可 許認可の取得の遅延及び不能に伴う追加費⽤の発⽣ 施設性能リスク 施設の⽋陥 施⼯の不備等

暴動、戦争等の⼈的災害に起因する費⽤の発⽣ 推計交通量に対する交通量の減少

地震、暴⾵、豪⾬等の⾃然災害に起因する費⽤の発⽣ 利⽤台数の変動による収⼊の増減

近隣対策 運営権者が実施する⼯事等に係る近隣対策 競合路線の整備による交通量の減

環境対策 運営権者が実施する⼯事等に係る環境対策に要する費
⽤の発⽣ 競合路線の料⾦割引等による交通量の減

第三者賠償
運営開始後の事由による管理瑕疵⼜は運営権者の責め
に帰すべき事由による事故等を原因として第三者に損害を
与えた場合の損害賠償

周辺路線 予定していた計画路線の未整備による交通量の減

事業の中断、中⽌ 事業の中断、中⽌ 渋滞発⽣ 予定していたｱｸｾｽ道路等の渋滞に起因する交通量の減

要求⽔準への不
適合、未達成

提⽰条件、指⽰を直接の原因とした要求⽔準への不具
合、未達成 料⾦割引 運営権者の提案に基づく料⾦割引による収⼊の減

資⾦調達 本事業の資⾦調達に係る資⾦調達に関すること 附帯事業等 附帯事業及び任意事業における需要変動

⾦利変動 事業期間中の資⾦調達に係る⾦利変動 運営リスク 運営体制の維持 運営に必要な⼈員の確保、体制の構築に関すること

物価変動 事業期間中の市場変動による物価変動 設備の陳腐化 設備等が技術的に陳腐化したことへの対応

契約前 契約締結リスク 契約の未締
結、遅延 契約の未締結、⼜は遅延 施設の維持管理・修繕に関すること

施設の⼤規模更新に関すること

共通

法制度リスク

法令変更

税制変更

不可抗⼒リスク ⼈為的リスク

社会リスク

債務不履⾏リスク

経済リスク

整備⼯程の遅延

需要変動リスク

利⽤台数の変動

競合路線

維持管理等
維持管理リスク

設計段階

整備段階

運営段階

設計リスク

施設整備リスク
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(2)リスク分担案 

前項までの検討結果より作成したリスク分担案を以下に示す。 

 

表4-7 リスク分担（案） 

公共 ⺠間

需要変動リスク 利⽤台数の変動に伴う収益の増減 ○

現存しない路線であるため、利⽤交通需要の推定値からの乖離リスクが
⼤きい。
⺠間に交通量リスクを負担させるのではなく、道路が適切な状態であること
に対して公共側が⽀払うアベイラリティペイメント（サービス購⼊型）の導
⼊等、公共側でリスクを負担する形式が望ましい。

競合路線リスク 競合路線の新規開設等 ○ 競合路線の新設可能性は⾮常に低く、仮に新設された場合の影響が過
⼤であるため公共側でリスクを負担する必要が⾼いと考えられる

政治リスク 政策転換による追加費⽤の発⽣ ○

法制度リスク 法制度の新設⼜は改廃等 ○

税制リスク 税制度の新設⼜は改廃等 △ ○ 現時点で想定しうる税制度の新設・改廃については⺠間側のリスクとして
負担することが考えられる。ただし、その範囲を明確にしておく必要がある

許認可リスク 事業の実施に必要な許認可取得等の
不能、遅延等

△ ○ 発注者の事由による許認可（施設整備に係る開発許可等）以外は⺠
間側の負担とする。

物価変動リスク 市場変動による物価変動 ○

⾦利変動リスク ⾦利変動リスク ○

不可抗⼒リスク 災害、暴動、戦争等の不可抗⼒の要
因による運営費⽤の上昇

○ 通常想定し得ない不可抗⼒については公共側でリスクを負担する必要が
⾼いと考えられる。

事業費変動リスク 想定事業費よりも事業費増の発⽣ ○ △

⼯事遅延リスク ⼯事が遅延した場合の費⽤増加等 ○ △

運営費⽤超過リスク 不可抗⼒など以外の要因による運営費
⽤の上昇

○ 運営費⽤のコスト縮減を⺠間技術などにより進めていくためにも⺠間側でリ
スクを負担することが考えられる。

管理⽔準未達リスク 施設整備の瑕疵、管理運営業務の不
履⾏による管理⽔準の未達

○ 適正な管理を進めるためにも⺠間側でリスクを負担することが考えられる。
事前に管理⽔準を明確にしておく必要がある。

⼤規模改修リスク 事業期間中の⼤規模改修の発⽣ △ ○ 通常想定しうる⼤規模改修については⺠間側でリスクを負担することが考
えられる。しかし、公共側に要因があるものについてはその限りではない

通常の範囲内での物価変動・⾦利変動については⺠間側でリスクを負担
することが考えられる。しかし著しい変動については公共側の負担することが
望まれるためその範囲を明確にしておく必要がある。

通常想定し得ない費⽤の増加分については公共側でリスクを負担する必
要が⾼いと考えられる。

リスクの種類 リスクの内容
リスク分担

リスクに対する評価

想定することが極めて困難であり、⺠間では対処できないため公共側でリス
クを負担する必要⾼いと考えられる。
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ま
で
の
検
討
結
果
よ
り
、
論
点
を
整
理

す
る
と
、
以
下
の
通
り
で
あ
る
。
 

論
点

内
容

１
．
本
体

事
業

（
設

計
・
建

設
）

２
．
本
体

事
業

（
管

理
・
運

営
）

３
．
収
益

事
業

４
．
資
金

調
達

テ
ー
マ

・
工

事
内

容
変

更
等

の
リ
ス
ク
を
ど
う
分

担
す
る
の
か
？

・
経

済
状

況
変

化
等

の
リ
ス
ク
を
ど
う
分

担
す
る
の
か
？

・
建

設
費

や
運

営
費

の
低

減
に
よ
る
利

潤
を
ど
う
分

配
す
る
の
か
？

・
建

設
費

の
増

加
に
つ
い
て

（
経

済
状

況
変
化

等
）

・
建

設
費

の
増

加
に
つ
い
て

（
地

質
等

で
の
工
事

内
容
変

更
）

・
計

画
交
通

量
の
妥
当

性
に
つ
い
て

・
計

画
と
実

績
の
交

通
量

差
の
減

収
補

填
方

法
、
ま
た
、
増

収
分

配
方

法
に

関
す
る
検
討

が
必

要

・
維

持
管

理
費
・
運

営
費

の
増

加
に
つ
い
て

（
経

済
状

況
変
化

等
）

・
二

重
リ
ス
ク
の
負

担
に
つ
い
て

・
収

益
事

業
を
一

体
と
す
る
と
民

間
に
と
っ
て
二

重
リ
ス
ク

・
本

体
事

業
と
収
益

事
業
の
事

業
規
模

の
バ
ラ
ン
ス
に
留

意

・
民

間
の
開

発
事

業
は
3
年
～

5
年

の
サ
イ
ク
ル
で
の
投

資

・
道

路
事
業

は
よ
り
長

期
間
で
の
投

資
と
な
る
こ
と
に
留

意
・
事

業
期

間
の
相

違
に
つ
い
て

・
資
金

調
達
方

法
の
設
定

に
つ
い
て

・
地
域

企
業
か
ら
の
出

資
等

も
考
え
ら
れ
る

・
民
間

か
ら
の
提

案
を
受
け
て
、
と
り
ま
と
め
る
必
要

あ
り

・
確

実
な
収

益
を
得
ら
れ
る
か
？

・
法

的
な
制

約
の
問

題
に
ど
う
対

応
す
る
か
？

・
用

地
取

得
や
地

域
住

民
の
反

対
に
ど
う
対

応
す
る
か
？

・
事

業
の
確

実
性

に
つ
い
て

 

図
4
-
1 
論
点
の
整
理
結
果
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(
2
)
論

点
別

の
対

応
策

と
実

例
 

①
建

設
費
・

維
持

管
理
費

の
増

加
 

民
間
企
業
の
参
入
に
よ
り
、
工
期
短
縮
に
よ

る
総
事
業
費
低
減
、
早
期
完
成
等
が
期
待
さ
れ
る
が
、
地
質
等
に
よ
る
工
事
内
容
変
更
、
法
制
度
変
更
等
に
よ
る
事
業
費
増
加
が
懸

念
さ
れ
る
。
 

ス
ラ
イ
ド
条
項
の
適
用
や
技
術
基
準
の
変
更
等
の
リ
ス
ク
低
減
策
や
利
潤
の
分
配
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
 

【⺠
間

参
⼊

の
ハ

ー
ド

ル
：

建
設

費
・維

持
管

理
費

の
増

加
】

・与
条

件
とし

て
明

⽰
して

い
な

い
事

象
に

よる
整

備
⼯

程
の

遅
延

、整
備

内
容

の
変

更
・政

策
・法

制
度

リス
ク（

政
策

転
換

、法
令

変
更

、許
認

可
の

取
得

の
遅

延
等

）
、不

可
抗

⼒
リス

ク、
経

済
リス

ク（
⾦

利
・物

価
変

動
）

な
ど

【設
計

・建
設

リス
ク

に
対

す
る

対
応

⽅
針

】
・ス

ライ
ド条

項
適

⽤
等

に
よ

る
補

填
⽅

法
に

関
す

る
検

討
が

必
要

・現
時

点
で

想
定

不
可

能
（

不
透

明
）

な
リス

クは
公

共
側

が
⼀

部
負

担
す

る
な

ど、
リス

ク低
減

が
必

要

建
設

費
増

加
に

対
す

る
⽅

策
事

例

今
後

の
検

討
⽅

針

【単
価

ス
ライ

ドの
例

】
・特

別
な

要
因

に
より

⼯
期

内
に

主
要

な
⼯

事
材

料
の

⽇
本

国
内

に
お

け
る

価
格

が
著

しい
変

動
を⽣

じ、
請

負
代

⾦
額

が
不

適
当

とな
った

とき
は

、請
負

代
⾦

額
の

変
更

を請
求

す
る

こと
が

で
きる

。

計
画

実
績

計
画

実
績

材
料

費
その

他

特
別

な
要

因
に

よ
り

価
格

が
著

しく
変

動

▲
⼯

事
材

料
の

価
格

変
動

請
負

代
⾦

額
の

変
更

▲
請

負
代

⾦
額

の
変

動

【実
例

：
ベ

ト
ナ

ム
フー

ミ橋
】

・鋼
材

等
の

材
料

価
格

⾼
騰

が
30

-7
0%

増
・総

建
設

コス
トが

3倍
に

増
加

（
技

術
基

準
の

変
更

）

 

図
4
-
2 
建
設
費
・
維
持
管
理
費
の
増
加
に
つ
い
て
の
事
例
と
今
後
の

検
討

方
針
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②
計

画
交
通

量
の

妥
当
性

（
需

要
変
動

リ
ス

ク
）

 

民
間
企
業
の
参
入
に
よ
り
、
効
率
的
な
管
理

運
営
（
技
術
面
・
費
用
面
）
、

道
路
利

用
者

サ
ー

ビ
ス

の
向

上
（

料
金

・
S
A
等

）
等

が
期

待
さ

れ
る

が
、

一
方

で
新

設
事

業
で

は
実

績
が
な
い
た
め
、
計
画
交
通
量
と
実
績
交
通
量
の
乖
離
に
よ
る
事
業
者
の
収
入
の
増
収
も
あ
れ
ば
減
収
も
あ
る
。
 

計
画
と
実
績
の
交
通
量
差
の
減
収
補
填
方
法
、
ま
た
は
、
増
収
分
配
方
法
に
関
す
る
検
討
が
必
要
で
あ
る
。
 

【⺠
間

参
⼊

の
ハ

ー
ド

ル
：

交
通

量
リス

ク
】

・計
画

交
通

量
と実

績
交

通
量

の
乖

離
（

新
設

事
業

の
場

合
は

実
績

が
な

い
た

め
予

測
す

る
しか

な
い

）
・上

記
や

競
合

路
線

の
新

規
開

通
に

よる
交

通
量

（
収

⼊
）

の
減

少
も

考
え

られ
る

・有
料

道
路

の
利

⽤
台

数
は

安
定

して
い

な
い

⇒
海

外
で

は
リス

クを
負

担
させ

て
破

綻
して

い
る

例
も

あ
る

【交
通

量
リス

ク
に

対
す

る
対

応
】

・建
設

も
含

め
る

場
合

、運
⽤

実
績

が
な

い
た

め
、事

業
規

模
が

変
化

す
る

可
能

性
が

あ
る

・計
画

と実
績

の
交

通
量

差
の

減
収

補
填

⽅
法

、ま
た

は
、増

収
分

配
⽅

法
に

関
す

る
検

討
、⺠

間
事

業
者

へ
の

サ
ウン

デ
ィン

グ
を

⾏
う必

要
が

あ
る

交
通

量
が

変
動

した
場

合
の

⽅
策

例

今
後

の
検

討
⽅

針

計
画

実
績

収
⼊

（
料

⾦
収

⼊
等

）
⽀

出
（

維
持

管
理

費
等

）
収

益
▲

リア
ル

・ト
ー

ル
（

収
⼊

：
通

⾏
料

⾦
収

⼊
）

とし
た

場
合

の
問

題
点

計
画

を
下

回
る

交
通

量
の

場
合

、
収

益
が

マ
イ

ナ
ス

と
な

る
⇒

海
外

で
は

破
綻

事
例

あ
り

■
愛

知
道

路
コ

ン
セ

ッ
シ

ョ
ン

に
お

け
る

リ
ス

ク
分

担

計
画

計
画

＋
6％

計
画

－
6％

収
⼊

（
料

⾦
収

⼊
等

）
⽀

出
（

維
持

管
理

費
等

）
収

益

増
収

減
収

節
減

節
減

計
画

と実
績

の
差

異
が

±
6％

の
範

囲
で

あ
れ

ば
運

営
権

者
に

帰
属

経
費

節
減

に
よ

る
収

益
は

全
額

が
運

営
権

者
に

帰
属

▼
道

路
事

業
の

⺠
間

運
営

に
お

け
る

3つ
の

収
⼊

形
態

収
⼊

形
態

最
終

負
担

者
道

路
事

業
リス

クの
⺠

間
移

転
交

通
量

リス
ク

収
益

リス
ク

リア
ル

・ト
ー

ル
（

Re
al

To
ll）

道
路

利
⽤

者
○

○

シ
ャド

ー
・ト

ー
ル

（
Sh

ad
ow

To
ll）

国
・⾃

治
体

な
ど

○
×

ア
ベ

イラ
ビリ

テ
ィ・

ペ
イメ

ン
ト（

Av
ai

la
bi

lit
y

Pa
ym

en
t）

国
・⾃

治
体

な
ど

×
×

道
路

利
⽤

者
⺠

間
事

業
者

通
⾏

料
の

⽀
払

い

サ
ー

ビス
提

供

道
路

利
⽤

者
国

・⾃
治

体
な

ど
⺠

間
事

業
者

サ
ー

ビス
提

供

道
路

の
維

持
管

理
状

況
な

ど
に

応
じた

⽀
払

い

道
路

利
⽤

者
国

・⾃
治

体
な

ど
⺠

間
事

業
者

サ
ー

ビス
提

供

通
⾏

台
数

な
どに

応
じた

⽀
払

い

ア
ベ

イ
ラ

ビ
リ

テ
ィ

ペ
イ

メ
ン

ト
方

式
（

交
通

量
に

関
係

な
く

施
設

の
稼

働
率

に
応

じ
て

支
払

う
決

済
方

式
）

も
要

検
討

 

図
4
-
3 
計
画
交
通
量
の
妥
当
性
（
需
要
変
動
リ
ス
ク
）
に
つ
い
て
の
事
例
と

今
後
の

検
討

方
針
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【
参
考
】
そ
の
他
の

需
要
変
動
リ
ス
ク
低
減
手
法
 

そ
の
他
の
需
要
リ
ス
ク
低
減
手
法
と
し
て
は
、
最
低
収
入
保
証
、
交
通
量
に
応
じ
た
期
間
変
更
契
約
、
契
約
価
格
に
よ
る
期
間
変
更
契
約
等
が
海
外
で
は
行
わ
れ
て
い
る
が
、
短

所
も
存
在
す
る
た
め
、
導
入
す
る
に
は
留
意
が
必
要
で
あ
る
。
 

 

表
4
-
8 
そ
の
他
の
需
要
変
動
リ
ス
ク
低
減
手
法
 

最
低

収
⼊

保
証

【概
要

】収
⼊

が
、収

⼊
保

証
ライ

ンと
最

低
保

証
ライ

ンの
間

の
場

合
、収

⼊
保

証
ライ

ンと
の

差
額

分
を公

的
資

⾦
に

より
補

填

⻑
所

⺠
間

需
要

リス
クの

⼤
幅

な
低

減

短
所

需
要

が
少

な
い

とき
の

公
共

負
担

⼤
（

韓
国

で
は

、⺠
間

提
案

事
業

は
20

06
年

、政
府

告
知

事
業

で
は

20
09

年
に

そ
れ

ぞ
れ

廃
⽌

）

交
通

量
に

応
じた

期
間

変
更

契
約

【概
要

】あ
る

時
点

で
計

測
した

交
通

量
に

応
じて

、契
約

期
間

を変
更

、需
要

が
少

な
い

場
合

は
期

間
を延

⻑

⻑
所

⺠
間

需
要

リス
ク低

減
公

共
の

財
政

負
担

な
し

短
所

期
間

延
⻑

の
場

合
は

収
⼊

の
先

送
り、

維
持

費
の

増
加

利
⽤

者
負

担
リス

ク
増

加
期

間
変

更
に

明
確

な
根

拠
が

な
い

契
約

価
格

に
よ

る
期

間
変

更
契

約

【概
要

】⼊
札

あ
るい

は
交

渉
に

より
契

約
で

合
意

した
収

⼊
の

現
在

価
値

に
す

る
ま

で
契

約
を継

続
す

る
．

⻑
所

⼊
札

・交
渉

に
よ

り契
約

価
格

を評
価

す
る

事
が

可
能

⾃
動

的
に

期
間

を
変

更
す

る
た

め
、再

交
渉

の
抑

制
に

より
過

⼤
需

要
予

測
の

防
⽌

が
可

能
明

確
な

買
収

価
格

の
設

定
が

可
能

、資
本

コス
トの

低
減

短
所

期
間

延
⻑

の
場

合
は

収
⼊

の
先

送
り、

維
持

費
の

増
加

利
⽤

者
負

担
リス

ク
増

加

建
設

期
間

運
営

期
間

︵ 交 通 量 ︶

短
縮

延
⻑

当
初

契
約

T1
T0

T2

交
通

量
が

多
い

場
合

交
通

量
が

少
な

い
場

合

あ
る

時
点

で
計

測
した

交
通

量

期
間

の
調

整

交
通

量

（
時

間
）

建
設

期
間

運
営

期
間

︵ 現 在 価 値 ︶

短
縮

延
⻑

当
初

契
約

T1
T0

T2

予
測

よ
り

多
い

場
合

予
測

よ
り

少
な

い
場

合

契
約

で
合

意
した

PV
R

期
間

の
調

整

収
⼊

の
現

在
価

値
（

PV
R）

（
時

間
）

収
⼊

保
障

ライ
ン

公
的

資
⾦

に
よ

り補
填

最
低

保
障

ライ
ン

収
⼊

公
的

資
⾦

 

出
典
：
P
P
P
/
P
F
I
に
お
け
る
公
的
支
援
制
度
の
国
際
比
較
と
日
本
へ
の
展
望
（
土
木
学
会
論
文
）
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③
収

益
事
業

の
確

実
性
 

愛
知
道
路
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
に
お
け
る
任
意
事
業
と
し
て
、
民
間
事
業
者
か
ら
「
阿
久
比

P
A
上
り
連
結
型
事
業
（
愛
知
多
の
大
地
）
」
 等

が
提
案
さ
れ
て
い
る
が
、
事
業
完
工
が

保
証
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
 

 

▼
愛

知
道

路
コン

セ
ッシ

ョン
に

お
け

る
任

意
事

業
（

⾷
の

拠
点

事
業

『阿
久

⽐
PA

上
り連

結
型

事
業

「愛
知

多
の

⼤
地

」』
）

事
業

者

提
案

事
業

者

選
定

事
業

開
始

（
道

路

事
業

）

用
地

取
得

（
任

意

事
業
※

）

工
事

着
手

（
任

意

事
業

※
）

用
地

取
得

（
収

益

事
業

）

事
業

者

提
案

事
業

者

選
定

事
業

開
始

（
道

路
・

収
益

事
業

）

■
愛

知
道

路
コン

セ
ッシ

ョン
の

事
業

の
流

れ

■
公

共
側

で
⼟

地
を⽤

意
した

場
合

の
事

業
の

流
れ

※
用

地
取

得
に
難

航
し
た
場

合
、

任
意

事
業

は
実

現
が
保

証
さ
れ
て
い
な
い

【⺠
間

参
⼊

の
ハ

ー
ド

ル
：

事
業

の
確

実
性

】
・確

実
に

収
益

を得
られ

る
か

・⼟
地

所
有

者
・地

域
住

⺠
の

反
対

・都
市

計
画

、建
築

基
準

等
に

よる
制

限
・⽤

地
取

得
リス

ク（
⽤

地
取

得
の

遅
延

また
は

不
能

）

【事
業

の
確

実
性

に
つ

い
て

】
・都

市
計

画
、建

築
基

準
等

の
特

例
、⼟

地
の

⽤
意

等
も

勘
案

して
、⺠

間
事

業
者

へ
の

サ
ウン

デ
ィン

グ
を⾏

う必
要

が
あ

る

愛
知

道
路

コン
セ

ッシ
ョン

の
事

業
の

流
れ

今
後

の
検

討
⽅

針

【「
国

家
戦

略
特

区
」に

対
す

る
東

海
地

域
か

らの
提

案
例

】
○

沿
線

開
発

に
係

る
農

地
転

⽤
許

可
に

関
す

る
特

例
措

置
・農

地
転

⽤
許

可
の

特
例

（
道

路
運

営
権

を
付

与
され

た
⺠

間
事

業
者

に
よる

沿
線

開
発

に
係

る
農

地
転

⽤
の

許
可

権
者

を
4h

a超
の

場
合

も
都

道
府

県
知

事
とす

る
等

）
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④
収

益
事
業

と
の

事
業
期

間
の

相
違
 

民
間
の
開
発
事
業
に
つ
い
て
は
、
3
～

5
年
後
を
見
据
え
た
投
資
を
行
っ
て
い
る
が
、
道
路
事
業
は
よ
り
長
期

の
期
間
を
要
す
る
事
業
で
あ
る
こ
と
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

 

資
料

：
国

⼟
交

通
省

HP
（

物
流

体
系

⼩
委

員
会

）

▲
⾸

都
圏

の
物

流
施

設
の

⽴
地

状
況

の
推

移

計
画

着
手

事
業

化
工

事
着

手
道

路
開

通
物

流
施

設
完

成

■
圏

央
道

の
事

業
の

流
れ

計
画

着
手

事
業

化
工

事
着

手
道

路
開

通
収

益
施

設
完

成

■
下

関
北

九
州

道
路

の
事

業
の

流
れ

（
想

定
）

こ
の
段
階
で
民
間
の
開
発
事
業
を

計
画
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
？

民
間

の
開

発
事

業
計

画
立

案
の

時
期
は
い
つ
頃
に
な
る
の
か
？

22
年

6年
3年

S6
0

［
圏

央
道

初
］

（
⼋

王
⼦

JC
T〜

鶴
ヶ島

JC
T）

S3
8

（
圏

央
道

初
）

H7
［

圏
央

道
初

］
（

⻘
梅

IC
〜

鶴
ヶ島

JC
T）

H1
［

圏
央

道
初

］
（

⻘
梅

IC
〜

川
島

IC
）

■
H5

〜
H6

の
2年

間
に

操
業

・着
⼯

・計
画

■
H2

5〜
H2

6の
2年

間
に

操
業

・着
⼯

・計
画

【⺠
間

参
⼊

の
ハ

ー
ド

ル
：

事
業

期
間

の
相

違
】

・⺠
間

の
開

発
は

3〜
5年

の
サ

イク
ル

だ
が

、本
体

事
業

は
よ

り⻑
期

の
事

業
期

間

【収
益

事
業

に
対

す
る

考
え

⽅
】

・⺠
間

の
開

発
は

3年
〜

5年
の

サ
イク

ル
で

の
投

資
が

⼀
般

的
・道

路
事

業
は

数
⼗

年
とよ

り⻑
期

間
で

の
投

資
とな

る
こと

に
留

意
して

、⺠
間

事
業

者
へ

の
サ

ウン
デ

ィン
グ

を
⾏

う必
要

が
あ

る

圏
央

道
の

事
業

の
流

れ

今
後

の
検

討
⽅

針
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⑤
収

益
事
業

と
の

二
重
リ

ス
ク

の
負
担
 

民
間
企
業
の
参
入
に
よ
り
、
効
率
的
な
管
理

運
営
（
技
術
面
・
費
用
面
）
、

道
路
利

用
者

サ
ー

ビ
ス

の
向

上
（

料
金

・
S
A
等

）
等

が
期

待
さ

れ
る

が
、

収
益

事
業

と
一

体
と

な
っ

た
P
F
I
事
業
と
し
た
場
合
、
民
間
企
業
に
と
っ
て
は
道
路
事
業
と
収
益
事
業
の
二
重
の
開
発
リ
ス
ク
を
抱
え
る
こ
と
に
な
る
。
 

収
益
事
業
が
赤
字
に
な
っ
て
、
本
体
事
業
が
で
き
な
く
な
る
よ
う
な
こ
と
が
あ
れ
ば
、
本
末
転
倒
で
あ
る
た
め
、
収
益
事
業
と
一
体
と
な
っ
た

P
F
I
事
業
を
と
す
る
場
合
で
も
、

本
体
事
業
と
収
益
事
業
の
事
業
規
模
の
バ
ラ
ン
ス
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

計
画

実
績

計
画

実
績

＋
＝

計
画

実
績

▲
⼆

重
の

開
発

リス
クを

抱
え

た
場

合
の

問
題

点
（

イメ
ー

ジ
例

：
収

⼊
実

績
が

計
画

の
5割

程
度

の
場

合
）

有
料

道
路

事
業

収
益

事
業

合
計

二
重

の
マ

イ
ナ

ス
収

益
と

な
る

可
能

性
が

あ
る

収
⼊

⽀
出

収
益

【⺠
間

参
⼊

の
ハ

ー
ド

ル
：

⼆
重

の
リス

ク
】

・収
益

事
業

と⼀
体

的
な

PF
I事

業
とし

た
場

合
、⼆

重
の

リス
クを

抱
え

る
こと

に
な

る
（

計
画

交
通

量
と実

績
交

通
量

の
差

＋
計

画
来

客
数

と実
績

来
客

数
の

差
）

【収
益

事
業

に
対

す
る

考
え

⽅
】

・道
路

事
業

と収
益

事
業

を⼀
体

とす
る

と⺠
間

に
とっ

て
⼆

重
リス

ク
・本

体
事

業
と収

益
事

業
の

事
業

規
模

の
バ

ラン
ス

に
留

意
して

、⺠
間

事
業

者
へ

の
サ

ウン
デ

ィン
グ

を
⾏

う必
要

が
あ

る

今
後

の
検

討
⽅

針
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(
3
)
P
F
I
的

事
業

を
導

入
す

る
パ

タ
ー

ン
 

前
項
ま
で
の
検
討
結
果
よ
り
、
想
定
さ
れ
る

事
業
ス
キ
ー
ム
パ
タ
ー
ン
を
以
下
の
よ
う
に
整
理
し
た
。
 

【パ
タ

ー
ン

1】
設

計
・建

設
か

ら⺠
間

【パ
タ

ー
ン

2】
管

理
・運

営
の

み
⺠

間
【パ

タ
ー

ン
3】

公
共

で
⼀

定
期

間
管

理
・運

営
後

、
⺠

間
が

管
理

・運
営

事 業 内 容 事 例
・英

国
有

料
⾼

速
道

路
M

6
・フ

ラン
ス

A8
6⻄

な
ど

・フ
ラン

ス
Ａ

６
５

号
線

の
⼀

部
な

ど
・⽇

本
愛

知
道

路
コン

セ
ッシ

ョン
・⽶

国
シ

カゴ
・ス

カイ
ウェ

イな
ど

導 ⼊ の 狙 い( 収 ⽀ 構 造) ⺠ 間 担 当 時 の 基 本 ス キ ム イ メ ジ

設
計

・建
設

管
理

・運
営

事
業

完
了

後
⺠

間
公

共

設
計

・建
設

管
理

・運
営

事
業

完
了

後
⺠

間
公

共
公

共

設
計

・建
設

管
理

・運
営

事
業

完
了

後
⺠

間
公

共
公

共

融
資

・道
路

通
⾏

料
⾦

・利
⽤

料
⾦

地
域

企
業

等出
資

⾦
融

機
関

・施
設

の
建

設
・公

的
負

担

SP
C（

⺠
間

）

・資
⾦

調
達

・設
計

建
設

・維
持

管
理

・運
営

・料
⾦

の
設

定
・徴

収

返
済 配
当

公
共

・建
設

⽔
準

の
設

定
・維

持
管

理
⽔

準
の

設
定

PF
I事

業
契

約

利
⽤

者
・地

域

・道
路

の
利

⽤
・施

設
の

利
⽤

・道
路

交
通

サ
ー

ビス
・施

設
サ

ー
ビス

融
資

・道
路

通
⾏

料
⾦

・利
⽤

料
⾦

地
域

企
業

等出
資

⾦
融

機
関

・運
営

権
対

価

SP
C（

⺠
間

）

・資
⾦

調
達

・維
持

管
理

・運
営

・料
⾦

の
設

定
・徴

収

返
済 配
当

公
共

・維
持

管
理

⽔
準

の
設

定

PF
I事

業
契

約

利
⽤

者
・地

域

・道
路

の
利

⽤
・施

設
の

利
⽤

・道
路

交
通

サ
ー

ビス
・施

設
サ

ー
ビス

融
資

・道
路

通
⾏

料
⾦

・利
⽤

料
⾦

地
域

企
業

等出
資

⾦
融

機
関

・運
営

権
対

価

SP
C（

⺠
間

）

・資
⾦

調
達

・維
持

管
理

・運
営

・料
⾦

の
設

定
・徴

収

返
済 配
当

公
共

・維
持

管
理

⽔
準

の
設

定

PF
I事

業
契

約

利
⽤

者
・地

域

・道
路

の
利

⽤
・施

設
の

利
⽤

・道
路

交
通

サ
ー

ビス
・施

設
サ

ー
ビス

設
計

・建
設

時

収
⼊

・⺠
間

借
⼊

・公
的

⽀
援

・企
業

等
出

資

⽀
出

・設
計

・建
設

費

管
理

・運
営

時

収
⼊

・通
⾏

料
⾦

、利
⽤

料
⾦

⽀
出

・維
持

管
理

費
、運

営
費

・出
資

者
へ

の
配

当
・⾦

融
へ

の
返

済

質
の

⾼
い

（
管

理
しや

す
い

）
施

設
建

設

質
の

良
い

（
利

⽤
しや

す
い

）
サ

ー
ビス

の
提

供

削
減

削
減

増
加

管
理

・運
営

時

収
⼊

・通
⾏

料
⾦

、利
⽤

料
⾦

⽀
出

・維
持

管
理

費
、運

営
費

・運
営

権
対

価
・出

資
者

へ
の

配
当

・⾦
融

へ
の

返
済

質
の

良
い

（
利

⽤
しや

す
い

）
サ

ー
ビス

の
提

供

削
減

増
加

管
理

・運
営

時

収
⼊

・通
⾏

料
⾦

、利
⽤

料
⾦

⽀
出

・維
持

管
理

費
、運

営
費

・運
営

権
対

価
・出

資
者

へ
の

配
当

・⾦
融

へ
の

返
済

質
の

良
い

（
利

⽤
しや

す
い

）
サ

ー
ビス

の
提

供

削
減

増
加

・運
営

権
・運

営
権
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(
4
)
P
F
I
的

事
業

を
導

入
す

る
パ

タ
ー

ン
別

の
評

価
 

前
項
で
設
定
し
た
各
パ
タ
ー
ン
の
メ
リ
ッ
ト

・
デ
メ
リ
ッ
ト
の
整
理
を
行
っ
た
。
 

【パ
タ

ー
ン

1】
設

計
・建

設
か

ら⺠
間

【パ
タ

ー
ン

2】
管

理
・運

営
の

み
⺠

間
【パ

タ
ー

ン
3】

公
共

で
⼀

定
期

間
管

理
・運

営
後

、
⺠

間
が

管
理

・運
営

事
業

内
容

⺠
間

の
創

意
⼯

夫
、ノ

ウハ
ウ等

活
⽤

の
余

地
（

コス
トダ

ウン
、サ

ー
ビス

⽔
準

向
上

な
ど）

設
計

・建
設

、管
理

・運
営

で
可

能
【設

計
・建

設
分

野
】

・建
設

費
削

減
、⼯

期
短

縮
・維

持
管

理
しや

す
い

施
設

整
備

【管
理

・運
営

分
野

】
・効

率
的

な
管

理
運

営
・利

⽤
者

増
に

つ
な

が
る

仕
組

み
・イ

ベ
ン

ト料
⾦

な
どの

料
⾦

設
定

管
理

・運
営

で
の

み
可

能
【管

理
・運

営
分

野
】

・効
率

的
な

管
理

運
営

・利
⽤

者
増

に
つ

な
が

る
仕

組
み

・イ
ベ

ン
ト料

⾦
な

どの
料

⾦
設

定

管
理

・運
営

で
の

み
可

能
※

【管
理

・運
営

分
野

】
・効

率
的

な
管

理
運

営
・利

⽤
者

増
に

つ
な

が
る

仕
組

み
・イ

ベ
ン

ト料
⾦

な
どの

料
⾦

設
定

※
ケ
ー
ス
２
よ
り
運

営
期
間

が
短
く
な
る

利
潤

の
余

地
（

⺠
間

へ
の

イン
セ

ンテ
ィブ

公
共

の
負

担
軽

減
な

ど）

⼤
建

設
費

低
減

分
早

期
完

成
に

よ
る

事
業

費
低

減
分

維
持

管
理

費
の

低
減

分
運

営
費

の
低

減
分

道
路

利
⽤

者
増

加
に

よ
る

増
収

分

中
維

持
管

理
費

の
低

減
分

運
営

費
の

低
減

分
道

路
利

⽤
者

増
加

に
よ

る
増

収
分

⼩
※

維
持

管
理

費
の

低
減

分
運

営
費

の
低

減
分

道
路

利
⽤

者
増

加
に

よ
る

増
収

分

※
ケ
ー
ス
２
よ
り
運
営
期

間
が
短

く
な
る
た
め

事
業

の
リス

クの
⼤

き
さと

リス
クの

分
担

⼤
・設

計
・建

設
リス

ク
地

質
変

動
な

どコ
ス

トオ
ー

バ
ー

ラン

・需
要

変
動

リス
ク

実
績

交
通

量
が

な
く、

乖
離

の
可

能
性

有

中
・需

要
変

動
リス

ク
実

績
交

通
量

が
な

く、
乖

離
の

可
能

性
有

⼩
・需

要
変

動
リス

ク
実

績
交

通
量

が
あ

り、
安

定
性

有

従
来

の
有

料
道

路
と

⽐
較

した
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4-2 民間の有する技術や経営ノウハウを活用したコスト削減を図る手法の検討 

民間の有する技術力や経営ノウハウを活用することにより、全体道路事業費の削減につながる

事業手法について、検討を行った。 
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4
-
2
-
1
 

事
業

費
縮

減
手

法
の
検

討
 

事
業
費
縮

減
手
法
と
し
て
は
、
新
技
術
・
新
工
法
の
適
用
（
長
大
橋
梁
、
長
大
ト
ン
ネ
ル
（
シ
ー
ル
ド
工
法

、
山
岳
ト
ン
ネ
ル
工
法
、
沈
埋
工
法
））

が
挙
げ
ら
れ
る
。
 

構
造
（
橋
梁
・
ト
ン
ネ
ル
）
の
新
技
術
に
つ
い
て
は
、
別
途
業
務
に
て
整
理
さ
れ
て
い
る
た
め
、
こ
こ
で
は
、
別
途
業
務
に
お
け
る
新
技
術
・
新
工
法
の
整
理
結
果
を
以
下
に

示
す
。
 

表
4
-
1 
新
技
術
・
新
工
法
の
整
理
結
果
 

 
長
大
橋
梁
 

長
大
ト
ン
ネ
ル
 

長
大

ト
ン
ネ
ル
 

長
大
ト
ン
ネ
ル
 

シ
ー
ル
ド
工
法
 

山
岳
工
法
 

沈
埋
工
法
 

名
称
 

二
柱
式
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
主
塔
基
礎
 

高
水
圧
環
境
で
の
セ
ン
タ
ー
 

カ
ッ
タ
ー
交
換
技
術
 

フ
ル
オ
ー
ト
化
の
削
孔
 

・
掘
削
機
械
の
開
発
 

沈
埋
函
体
基
礎
水
中
均
し
機
 

概
要
 

・
鋼

・
コ

ン
ク

リ
ー

ト
合

成
殻

シ
ャ

フ
ト
構
造
を
横
梁
で
繋
ぐ
形
式
 

・
地

盤
と

ケ
ー

ソ
ン

間
の

砕
石

層
に

基
礎
免
震
を
期
待
 

・
カ

ッ
タ

ー
交

換
を

マ
シ

ン
内

部
か

ら
の

作
業

に
よ

り
、

安
全

性
向

上
・

工
期
短
縮
が
可
能
。
 

・
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
に

よ
る

フ
ル

オ
ー

ト
化
で
削
孔
時
間
を

2
分
の

1
以
下

に
短
縮
。
余
掘
り
も
低
減
可
能
。
 

・
潜

水
士

に
よ

る
基

礎
均

し
作

業
や

重
錘

の
使

用
を

行
わ

な
い

水
中

均
し

ロ
ボ

ッ
ト

か
ら

な
る

シ
ス

テ
ム

を
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発
 

利
点
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の
コ

ン
パ

ク
ト

化
に

よ
る

経
済

性
、

潮
流

が
速

い
現

地
で

の
施
工
性
向
上
 

補
助

工
法

が
不

要
で

、
長

距
離

掘
進

に
お

け
る

施
工

性
及

び
経

済
性

向
上

に
期
待
 

余
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が
少

な
く

地
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安
定

性
の

向

上
、

長
大

海
底

ト
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ネ
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工

の
効

率
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と
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化
 

水
深

が
深

く
潮

流
も

速
い

た
め
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機

械
化

に
よ

る
安

全
性

向
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と
品

質
確

保
 

そ
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他
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と
重
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の
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構
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な
ど
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収
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き

シ
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工
法

な
ど
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グ

ラ
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を

適
用
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た
遮
水
工
法
な
ど
 

異
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/
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ル

ド
）

接
続

技

術
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押
出
沈
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工
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な
ど
 

資
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関
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九
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路
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討
業
務
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口
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4-2-2 有料道路事業の運営コスト縮減手法の検討 

運営段階におけるコスト縮減手法としては、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の開

発技術の適用が挙げられる。 

ここでは、内閣府 HP（戦略的イノベーション創造プログラム（SIP））より、有料道路事業の運

営コスト縮減を図る上で有効な民間の有する運営ノウハウを以降に掲載する。 

 

研究開発項目 開発内容 

（１）点検・モニタリ

ング・診断技術 

・インフラ劣化評価と保全計画のための高感度磁気非破壊検査 

・高速走行型非接触レーダーによるトンネル覆工の内部欠陥点検技術と統合

型診断システム 

・高感度近赤外分光を用いたインフラの遠隔診断技術 

・空港管理車両を活用した簡易舗装点検システム 

・衛星 SAR によるインフラの変状を広域かつ早期に検知する変位モニタリン

グ手法 

・車載型地中探査レーダーによる床版劣化探知 

（２）構造材料・劣化

機構・補修・補強技術 

・構造物劣化機構の解明と効率的維持管理 

・高耐久化を実現するプレキャスト製品 

（３）情報・通信技術 ・インフラ予防保全のための大規模センサ情報統合に基づく路面・橋梁スク

リーニング技術 

・インフラセンシングデータの統合的データマネジメント基盤 

（４）ロボット技術 ・橋梁・トンネル点検用打音検査飛行ロボットシステム 

・遠隔操作による半水中作業ロボット 

・トンネル全断面点検・診断システム 

・ロボット点検に適したインフラ構造 

・社会インフラ用ロボット情報一元化システムの構築 

（５）アセット 

マネジメント技術 

・マルチスケール統合解析と非破壊検査のデータ同化 

資料：内閣府 HP（戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）） 
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(1)点検・モニタリング・診断技術 

インフラの損傷度等を把握する点検・モニタリング・診断技術を開発している。高感度磁気

非破壊検査、高速走行型非接触レーダーによる内部欠陥点検技術と統合型診断システム、高感

度近赤外分光を用いた遠隔診断技術、簡易舗装点検システム、車載型地中探査レーダーによる

床版劣化探知、衛星 SAR（Synthetic Aperture Radar）によるインフラの変位モニタリング手法

等に取り組んでいる。 

 

資料：内閣府 HP（戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）） 

図4-2 点検・モニタリング・診断技術 
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(2)構造材料・劣化機構・補修・補強技術 

構造材料の劣化機構に対するシミュレーション技術を開発し、構造体の劣化進展予測システ

ムを構築している。インフラ構造材料研究拠点の構築による構造物劣化機構の解明と効率的維

持管理技術の開発、超耐久性コンクリートを用いたプレキャスト部材の製品化と社会実装等に

取り組んでいる。 

 

 

資料：内閣府 HP（戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）） 

図4-3 構造材料・劣化機構・補修・補強技術 
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(3)情報・通信技術 

インフラの維持管理や更新、補修に関する膨大な情報を利活用するため、情報・通信技術を

駆使したデータマネジメント技術を開発している。具体的には、大規模センサ情報統合に基づ

く路面・橋梁等のスクリーニング技術、多種多様なインフラ管理データの一元管理を実現する

データ管理技術、蓄積データを現場業務で使える形にするデータ分析や可視化技術等の研究開

発と積極的な社会実装に取り組んでいる。 

 

 

資料：内閣府 HP（戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）） 

図4-4 情報・通信技術 



 

  4-54

 

(4)ロボット技術 

橋梁・トンネル等の社会インフラ等を、安全で経済的に点検するために、各種ロボット開発

を実施している。また、ロボット技術の導入に適するインフラ構造の検討やロボット技術の有

効的な活用のために情報を一元的に管理するデータベース構築も同時に進めている。これらに

より、インフラ維持管理におけるロボットの社会実装を目指している。 

 

 

資料：内閣府 HP（戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）） 

図4-5 ロボット技術 
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(5)アセットマネジメント技術 

生活や経済の基盤であるインフラを安全に安心して使い続けるために、SIP で開発された技術

をインフラ管理者と協力しながら社会実装する。非破壊検査技術、数値解析技術等の最先端技

術の開発を行い、主要幹線道等の重要インフラを確実に守る。また、地方が抱える膨大なイン

フラを限られた予算で維持管理するために、契約制度や人材教育、民間活用、住民との協働と

いった視点から、継続性の高い仕組みを提案する。 

 

 

資料：内閣府 HP（戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）） 

図4-6 アセットマネジメント技術 
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5．今後の進め方 

(1)平成 29 年度の検討 

①本体事業（設計・建設） 

建設費の増加について、以下に関する検討が必要。 

・工事内容変更等のリスクをどう分担するのか？ 

・経済状況変化等のリスクをどう分担するのか？ 

・建設費や運営費の低減による利潤をどう分配するのか？ 

 

②本体事業（管理・運営） 

・計画と実績の交通量差の減収補填方法、また、増収分配方法に関する検討が必要。 

 

③収益事業 

・本体事業と収益事業の事業規模のバランス、事業期間の相違に留意。 

・事業の確実性も勘案して検討。 

 

④資金調達 

・地域企業からの出資等も考えられ、民間からの提案を受けてとりまとめる必要あり。 

 

(2)今後の検討事項等 

・民間意向把握（プレマーケティング調査）を実施し、民間参入条件を整理。 

・周辺ネットワークとの料金でのマネジメントおよび関門トンネル・関門橋との一体的運営など

を含めた事業手法の検討。 
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